
「海洋産業の市場規模および構造に関するシンポジウム」 

（平成 31年 3月 15日（金）14:00～17:00、於：日本財団会議室） 

≪プログラム≫ 

時間 テーマ・内容 登壇者 

14:00～ 

  14:05 
開会挨拶 

（一社）海洋産業研究会 

事務局 

14:05～ 

  14:35 

（30分） 

「我が国の海洋産業の現状」 

海洋基本法・基本計画における海洋産業の定義と範囲を概括し、国

による過去の調査を含めて、これまでの市場規模の試算例をおさら

いするとともに、外国の海洋産業に関する市場規模情報を参照しつ

つ、海洋産業の現状規模感を整理する。 

（一社）海洋産業研究会 

常務理事 中原裕幸 

14:35～ 

  15:20 

（45分） 

「我が国の海洋産業の規模と構造の推計結果」 

直近(2014年)の我が国の海洋産業規模の推計方法および結果につい

て報告した後、推計データから読み取れる我が国の海洋産業の特徴

や傾向について考察する。更に、データの活用や充実に向けた今後

の取り組み等を紹介する。 

青森中央学院大学 

経営法学部  

准教授 森田 学氏 

（一社）海洋産業研究会 

副主任研究員 小西俊作 

15:20～ 

  15:35 
休憩（15分） 

15:35～ 

  16:00 

（25分） 

「水産・漁港経済の動向（水産改革と産業連関分析）」 

現在、水産分野では、水産業の成長産業化を目ざし、水産政策の改

革を推進している。海洋産業の中でも大きな比重を占める水産業の

産業連関分析から、水産改革による成長産業化への課題を考察する。 

（一社）全日本漁港建設協会 

会長 長野 章氏 

16:00～ 

  16:25 

（25分） 

「海運・港湾経済の動向」 

海運分野における近年の動向について、今年度調査で推計された海

運業の規模に関するデータと最新の事例を対比しながら解説する。 

東海大学 

海洋フロンティア教育センター 

特任教授 合田 浩之氏 

16:25～ 

  16:50 

(25分) 

「SDGsの目標達成のためのスマート海洋産業への期待」 

SDGsの多様な目標達成のために海洋産業に期待されるスマート化の

方向性と予想される産業連関効果について解説する。また、洋上風

力などを活用した次世代エネルギーシステムについても考察する。 

早稲田大学 

社会科学総合学術院 

教授 鷲津 明由氏 

16:50～ 

  17:00 
閉会挨拶 

（一社）海洋産業研究会 

事務局 



 

 
 
 
 

平成 30年度 日本財団助成事業 海洋産業構造及び規模に係る調査研究 

 

 「海洋産業の市場規模および構造に関するシンポジウム」 

 

開催趣旨 
 

 

海洋基本法（2007〔H19〕年制定）にもとづく第 1期海洋基本計画（2008〔H20〕年）で

は「海洋産業の動向の把握」を実施するとなっており、これに基づいて、国による調査が

平成 20年度及び 21年度に実施され、当時の最新の産業連関表（H17年）を用いて国内生

産額約 20.0兆円で従業者数約 98万人という結果が出されています。 

その後、第 2期海洋基本計画（2013〔H25〕年）ならびに昨年閣議決定された第 3期海

洋基本計画（2018〔H30〕年）では、「海洋産業の動向の把握」は掲げられておらず、上記

に続く公的調査は 10年以上なされないままとなっているのが実情です。 

ところで、第 3期海洋基本計画では、主要施策として「海洋の産業利用の促進」が掲げ

られていますが、動向の把握なくして産業利用の促進は考えにくく、我が国の海洋産業の

現状を改めて定量的に把握し、産業振興に関する諸施策を検討、評価する際の指針の一つ

とすることは、依然として非常に重要かつ意義のあることと言えましょう。 

そこで、当会では、平成 30年度日本財団助成事業として「海洋産業構造及び規模に係

る調査研究」に取り組むこととし、これまで、最新の産業連関表と直近の統計データ等を

用いて、海洋産業の市場規模の試算等の作業を行ってまいりました。 

つきましては、その推計結果を報告するとともに、実際の産業動向や事例等の紹介を交

えながら、当該データの更なる充実・活用方法等について考察し、今後の海洋産業の振興

および施策評価に資することを目的として、標記のシンポジウムを開催することといたし

ました。 

 

以上 

 
 



「我が国の海洋産業の現状」

一般社団法人海洋産業研究会

常務理事 中 原 裕 幸
h-nakahara@rioe.or.jp

2019年3月15日(金)
（於：日本財団ビル 会議室）

1

平成30年度日本財団助成事業 海洋産業構造及び規模に係る調査研究

「 海洋産業の市場規模および構造に関するシンポジウム」

講演資料１

①海洋資源の開発及び利用の推進

②海洋環境の保全等

③排他的経済水域等の開発等の推進

④海上輸送の確保

⑤海洋の安全の確保

⑥海洋調査の推進

⑦海洋科学技術に関する研究開発の推進等

⑧海洋産業の振興及び国際競争力の強化

⑨沿岸域の総合的管理

⑩離島の保全等

⑪国際的な連携の確保及び国際協力の推進

⑫海洋に関する国民の理解の増進等

基本的施策

国
○ 総合海洋政策本部の設置

（本部長 ：内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官、海洋政策担当大臣）
・ 有識者からなる参与会議の設置（１０名）
・ 事務局の設置（関係８府省、３７名）

○ 海洋基本計画の策定
（海洋に関する施策についての基本的な方針、海洋に関し、
政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策等を規定。
おおむね５年ごとに見直し。）

地方公共団体
各区域の自然的社会的条件

に応じた施策の策定、実施

国 民
海洋の恵沢の認識、

国・地方公共団体への協力

事 業 者
基本理念に則った事業活動、

国・地方公共団体への協力

海洋政策の推進体制

海洋基本法（平成１９（2007）年４月２0日成立、同27日公布、７月２０日施行）

①海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和 ②海洋の安全の確保

③科学的知見の充実 ④海洋産業の健全な発展

⑤海洋の総合的管理 ⑥国際的協調

基
本
理
念

海洋基本法と海洋産業

2（出典：総合海洋政策本部事務局資料）



○海洋基本法における海洋産業の定義

（出典：総合海洋政策本部website、「海洋産業の活動状況に関する調査」、平成２１年３月）

（海洋基本法）

第5条：海洋の開発、利用、保全等を担う産業（以下「海洋産業」という。）について
は、我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上の基盤であ

ることにかんがみ、その健全な発展が図られなければならない。

「海洋の開発、利用、保全等を担う産業」

「担う」：本調査では「専ら海洋に関わる業（生業、事業、
専業）を営むという意味と捉え、次の区分を想定。

①専ら海洋で仕事・活動をしている産業
（海洋空間活用型）

②専ら海洋から採取・生産された海洋資源を使って
仕事・活動をしている産業（海洋資源活用型）

③専ら海洋で使うモノやサービスを供給している
産業（素材・サービス等供給型）

3

海洋産業の分類と範囲

前のスライドの①前のスライドの③ 前のスライドの②

（例：造船業、鉄鋼業、
機械工業、電子工業）

（例：漁業、海運業、サルベー
ジ業、浚渫業、海洋掘削
請負業、潜水調査業）

（例：水産流通・加工業、
石油精製・化学工業）

4



海洋産業の分類と範囲：水産業は？

（上図出典：総合海洋政策本部、「海洋産業の活動状況に関する調査」、平成２１年３月）

上記の定義を水産業に当てはめると・・・・

造船業
製造業

水産流通業
水産加工業

漁 業
養殖業

漁船、漁具等の提供 漁獲物の提供

市消
費

場者

（出典： 中原裕幸、第2回OETRシンポジウム「復興の鍵を握る漁業と海洋エネルギー」講演資料
東大生産技術研究所、平成24年3月27日。

同、 岩手県議会新産業創出特別委員会での講演、平成24年4月18日） 5

海洋産業の分類と範囲：海洋エネルギーは？

（上図出典：総合海洋政策本部、「海洋産業の活動状況に関する調査」、平成２１年３月）

造船業、製造業
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
ｾﾞﾈｺﾝ・ﾏﾘｺﾝ
環境ｺﾝｻﾙ

配電事業者
電力会社by系統連系

電力利用関連
事業者

洋上発電
事業者

風車等の製造、施工、
環境調査、メンテナンス作業

電力の提供

事
業
所
・

個
人

消費電力
の供給

6

上記の定義を洋上風力発電に当てはめると・・

（出典：同前）

「再エネ海域利用法」2018.11成立、2019.4 にも施行で、事業活動活発化へ



海洋産業の分類と範囲：深海底資源開発は？
は？

（上図出典：総合海洋政策本部、「海洋産業の活動状況に関する調査」、平成２１年３月）

造 船 業
製 造 業
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
環境ｺﾝｻﾙ等

製錬業者資源開発
事業者

採鉱システム（集鉱・
揚鉱・輸送・製錬）の
製造、環境調査等

鉱石の
供給

金属
鉱物
世界
市場

7

金属鉱物
の生産

（出典：2018.6.28東大柏での講義用に中原が作成）

上記の定義を深海鉱業に当てはめると・・
資源開発事業者＝既存の鉱業会社 or

新規の開発会社（例：Nautilus Minerals社)

（上図出典：総合海洋政策本部資料）

8

海洋基本法と
海洋基本計画

第3期海洋基本計画（平成30～34年度）



（出典：総合海洋政策本部website）

「第3期海洋基本計画」（閣議決定）の概要

9

第1、2、3期海洋基本計画における
“海洋産業”に関する記載内容

第1期海洋基本計画
（2008.3.18閣議決定)

第2期海洋基本計画
（2013.4.26閣議決定)

第3期海洋基本計画
（2018.5.15閣議決定）

〔12の基本的施策の８〕

８ 海洋産業の振興及び
国際競争力の強化

（１）経営基盤の強化
ア．競争力の強化
イ．新技術の導入
ウ．人材の育成・確保

（２）新たな海洋産業の
創出

（３）海洋産業の動向
の把握

〔同左〕

８ 海洋産業の振興及び
国際競争力の強化

（１）経営基盤の強化
ア．海運業・造船業・

インフラシステム
イ．水産業

（２）新たな海洋産業の
創出

ア．海洋資源開発
を支える関連産業

イ．海洋情報関連産業
の創出

ウ．海洋バイオを活用
した産業の創出

エ．海洋観光の振興

〔9の主要施策の２〕
１．海洋の安全保障

２．海洋の産業利用の促進

（１）海洋資源の開発及び
利用の推進

（２）海洋産業の振興及び
国際競争力の強化

（３）海上輸送の確保

（４）水産資源の適切な管理
と水産業の成長産業化

10

（作成：中原裕幸）

H20(2008)、21（2009)年度の
海本部による「海洋産業の活動
状況に関する調査」へ（後出）

第2期、第3期基本計画には、この項目がない。
したがって、以降は国の調査がなされてない。



海洋基本法＆第2期海洋基本計画と
第3期海洋基本計画の目次構成の比較

11

《第2部》

１２の
基本的
施策

9つの
主要
施策

「第3期海洋基本計画」（閣議決定）の概要

（出典：総合海洋政策本部website） 12

9
つ
の

主
要
施
策



成長15分野
の市場規模

の予測
「経済構造改革

プログラム」
（平成8〔1996〕年）

〔約4兆円〕

〔約7兆円〕

13

これまでの市場規模の試算例 １

（出典：(社)海洋産業研究会、海洋関連産業における新規事業創出に関する調査研究、平成12〔2000〕年3月） 14

これまでの市場規模の試算例 ２ 〔約3.4兆円〕



造船業・舶用工業 ＝2兆4,395億円*
水産食料品製造業 ＝3兆3,341億円（工業統計表による）

海 岸 工 事 ＝ 2,424億円（建設部門分析用

産業連関表による）

港湾・漁港建設 ＝1兆0,942億円（ 同 上 ）

海 運 業 ＝6兆5,094億円**

＊日本造船工業会、日本中小型船舶工業会調べ。
前者で、H15年度1兆5,600億円、後者でH16年度8,795億円。

**内航海運 1兆7,067億円、外航海運 3兆1,572億円、
港湾運送業 1兆1,196億円、外航利用運送業、内航旅客船事業等。

合 計 ＝13兆6,196億円

（バイオ産業・環境産業の海洋重複分・新規型を含まず）
15

これまでの市場規模試算例 ３ （出典：中原、「海洋白書」2006）

15

海洋産業 約16.5兆円、従業員数約101.5万人、
粗付加価値額約7.4兆円(対GDP約1.48%)

～～～～〔参考〕～～～～～～～～～～～～～～
○情報通信産業 98.9兆円 （00年情報通信白書）
○ロボット産業 0.5兆円 （03年新産業創造戦略）
○健康・福祉・機器・サービス

55.7兆円（02年新産業創造戦略）
○環境ビジネス 29.9兆円（00年環境白書）
○宇宙産業 6.2兆円（06年日本航空宇宙工業会）

※算出方法が異なるためあくまで参考値として
（出典：(社)海洋産業研究会理事会・総会後の講演、「海洋産業の活動状況に関する調査について」、

眞先正人・総合海洋政策本部事務局参事官、平成21年5月13日、経団連会館、プレゼン資料より）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

「第1期海洋基本計画」に基づく国による初の公式調査

「海洋産業の活動状況に関する調査」（H20年度）
〔内閣官房総合海洋政策本部、平成21（2009）年5月27日公表〕

16

これまでの市場規模の試算例 4(1)



（出典：総合海洋政策本部website、「平成21年度海洋産業の活動状況に関する調査」、平成22年３月）

（平成21年度調査報告・概要）

17

これまでの市場規模の試算例 4(2)

（出典：国土交通省海事局資料, 2013）

≪参考≫ 海洋産業の戦略的育成

18
18



19

海産研調査：主要企業の海洋事業売上高の推移
〔総売上高、国内官公需・国内民需・海外需要別〕

海運、漁船漁業、水産加工・流通は除く （前出の国の調査には含まれている）。

（出典：海洋産業研究会、「海洋開発の市場構造に関する調査」。回答企業数は年度によって
異なるが、100社前後。本調査は、我が国で唯一の海洋産業に関する数値的データ。）

約7,000億円規模（1社あたり約60～70億円）

20

我が国の宇宙機器産業及び関連産業の規模（平成２４年度）

分 類
産業規模

[単位：億円]

宇宙機器産業
（衛星、ロケット、地上施設等）

宇宙利用サービス産業
（衛星通信･放送等の宇宙インフラを

利用するサービス）
8,371

宇宙関連民生機器産業
（カーナビ、衛星携帯電話端末等の

民生機器）
18,739

ユーザー産業群
（サービス産業からのサービスと民生

機器を購入･利用する事業）
31,405

合 計 61,675

• 宇宙機器・関連産業の総売り上げは６．２兆円

• 宇宙利用サービス関連産業は拡大の一途

• 宇宙利用ｻｰﾋﾞｽ産業は外国製衛星に依存

出展：平成２５年度「宇宙産業データブック」
日本航空宇宙工業会

（宇宙関連企業の約８０社の資料提供等による）

宇宙機器産業

3,160億円

宇宙関連
民生機器産業

宇宙利用サービス産業

購入

ユーザー産業群 各項目ごと四捨五入のため、合計は一致しない

《参考》 我が国宇宙産業の現状（産業構造）

（出典：秦重義・（一社)日本航空宇宙工業会専務理事「日本の宇宙産業の現状と課題」、平成27年3月16日、
経団連会館、第400回海洋産業定例研究会、（一社）海洋産業研究会、講演資料より。
左囲みの平成28年度実績は中原が追加）

平成28年度実績

3,270億円
（日本航空宇宙工業会HPより）



（出典：宇宙ビジネスの動向と政府の取組、平成30年5月7日、経済産業省宇宙産業室、内閣府宇宙開発戦略推進事務局） 21

これまでの市場規模試算の経緯（まとめ）

1996： 4兆円→7兆円(2010）（内訳不明） 経済構造改革プロラム

2000： 3.4兆円（積み上げ試算） 海洋産業研究会

2006： 13.6兆円（関連データ収集） 「海洋白書2006」（中原）

2010： 20.0兆円（基本法の定義） 海本部 「海洋産業の
（H21） （H17産業連関表） 活動状況に関する調査」

以降、公的調査はなされていない！ 本調査事業へ

（参考）

2013年： 1.658兆円 国土交通省海事局
（一般船舶8.1兆円×20%=1.62兆円＋資源開発船舶3.8兆円×1%＝0.038兆円）

毎年調査： 約 0.7兆円 海洋産業研究会
※海洋産業の定義、対象範囲、調査方法が一定でないため

単純比較はできない。 22



平成30年度日本財団助成事業

「海洋産業構造及び規模に係る調査研究」

検討委員会委員名簿
（敬称略、順不同）

合 田 浩 之 東海大学海洋学部海洋フロンティア教育センター特任教授
長 野 章 （一社）全日本漁港建設協会会長
森 田 学 青森中央学院大学経営法学部准教授
鷲 津 明 由 早稲田大学社会科学総合学術院教授

（事務局）

中 原 裕 幸 一般社団法人海洋産業研究会常務理事

小 西 俊 作 同 副主任研究員

23

本調査事業：このあと、研究成果を発表、紹介

海外諸国の海洋産業

24

《 参考－１ 》



アメリカの海洋産業（海洋調査観測分野）
Eriss Corporationによる

アンケート調査
－36州に410社が立地
－総売上高 70億ドル
（7,700億円。＄１＝¥110換算）

うち輸出 14億ドル

－雇用者数 223,000~
268,000人

25（出典：The Ocean Enterprise 報告書、2016年2月。www.ioos.noaa.gov/oceanstudy)

OECDレポート
（2016年4月刊）

各国別の市場規模調査一覧

＜日本の部分＞
野村総研、2009年実施

前出の平成21年版「海洋産業の活動
状況に関する調査」報告書に対応？
（7.9兆円、98万人）

（出典：The Ocean Economy in 2030, OECD、pp.178-179) 26

＜世界の海洋産業市場＞
2.5兆USドル≒275兆円

（$1.00＝¥110換算）



（出典：前出のThe Ocean Economy in 2030, OECD)

獲る漁業（漁船漁業）

外洋／沿岸ツーリズム

水産加工

舶用機器

海面養殖業

船舶建造＆修繕

海洋石油・ガス開発

港湾活動

海運（海上輸送）

洋上風力

海洋関連産業の分野別雇用者数（2010)

27

（単位：百万人)

なぜ海洋に取組むか？
－雇用
－価値
－持続可能性
注目分野は何か？
－再生可能エネルギー
－バイオテクノロジー
－沿岸／外洋ツーリズム
－養殖
－鉱物資源

－獲る漁業（漁船漁業）
－水産加工
－海運（海上交通）
－港湾
－船舶建造＆修繕船
－海洋石油・ｶﾞｽ開発
－海洋機器製造・組立
－外洋／沿岸ﾂｰﾘｽﾞﾑ
－海洋事業ｻｰﾋﾞｽ
－海洋研究開発＆教育
－浚渫

－海面養殖
－大・超大水深石油・ガス
－洋上風力
－海洋再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
－海洋鉱業
－海洋安全監理
－海洋バイテク
－ハイテク製品＆ｻｰﾋﾞｽ
－その他

在来型分野と新規分野

（出典：前出のThe Ocean Economy in 2030, OECD) 28



フランスの海洋産業

（2015-2016年）
直接雇用者数 300,800人
生産額 690億ユーロ

（8.9兆円。1€＝¥130換算）

（2016-2017年）
直接雇用者数 289,311人
生産額 710億ユーロ
（9.2兆円。1€＝¥130換算）

（出典：French Maritime Cluster 冊子、2015-16／2016-17／2017－18年版の表紙) 29

（2017-2018年）
直接雇用者数 306,878人
生産額 755億ユーロ
（9.4兆円。1€＝¥125換算）

（出典：French Maritime Cluster 冊子、2016-2017年版)

フランス・主要分野別内訳

－造船
－防衛
－海洋再生可能エネルギー
－海洋教育
－海洋レジャー
－海洋石油・ガス開発
－漁業・養殖業
－港湾サービス
－海洋科学研究
－海洋鉱物資源
－海上輸送
－公共事業
－その他
－海事行政

30



ノルウェーの海洋産業

船主18、船舶設計業者14、
造船ヤード14、舶用機器業者172社
高技能従業員 22,500名

2013年総売上高 68億ユーロ
（約8,840億円。１€＝¥130換算）

価値創出
船 主 49%
舶用工業 24%
ｻｰﾋﾞｽ 19%
造船所 8%

従業員数＞100,000人

海洋石油・ｶﾞｽ開発に次
ぐ二番目に大きい分野
（出典：DNV GL資料) 31

《 参考－２ 》

－再生可能エネルギー利用

－環境保全・浄化・再生

32



（出典：平成30年12月25日、「再エネ海域利用法」に関する経産省・国土交通省合同会議（第1回）会合、
配布資料3：再エネ海域利用法の運用に向けた論点整理より）

１．《参考２－１》わが国の洋上風力発電の導入状況及び計画

33

《参考２－２》海洋エネルギー利用技術の現状

（出典：NEDO、「海洋エネルギー技術研究開発」（事後評価）（2011～2017年度）、2018年11月27日）
34



《参考２－３》環境産業

（出典：環境産業の市場規模・雇用規模等の推計結果の概要について、環境省大臣官房環境計画課、
平成30年6月） 35

《参考２－４》環境産業の市場規模

（出典：環境産業の市場規模・雇用規模等の推計結果の概要
について、環境省大臣官房環境計画課、平成30年6月）

海洋部門のみの
市場規模は不明

36



ご清聴ありがとうございました。

（いつでもご連絡ください。）

（一社）海洋産業研究会
常務理事 中 原 裕 幸

h-nakahara@rioe.or.jp

海産研ホームページ ： www.rioe.or.jp 
E-mailアドレス（窓口） ： rioe@rioe.or.jp
Tel：03-3581-8777／Fax:03-3581-8787

37



平成30年度 ⽇本財団助成事業
海洋産業構造及び規模に係る調査研究

「我が国の海洋産業の
規模と構造の推計結果」

1

平成31年3⽉15⽇

⻘森中央学院⼤学 経営法学部 准教授 森⽥ 学
（⼀社）海洋産業研究会 副主任研究員 ⼩⻄俊作

講演資料２

本⽇の発表内容

１．本調査事業の⽬的と実施体制
２．本調査事業の実施⽅針
３．我が国の海洋産業の規模の推計結果
４．産業部⾨別の分析
５．推計データの充実に向けて

2



１．本調査事業の⽬的と実施体制

3

本調査の⽬的
• 第1期海洋基本計画(H20年) に基づき、産業連関表（H17年）を⽤いて、海洋産業の国

内⽣産額約20兆円、従業者数約98万⼈という数値が得られた。しかし、それから既に10
年以上が経過している。

• 第3期海洋基本計画（平成30年5⽉15⽇閣議決定）では、“海洋の産業利⽤の促進”は主要
施策として位置付けられていることから、海洋産業の現状を改めて定量的に把握し、今
後の施策評価の指針の⼀つとして活⽤することは有意義と考える。

• 本調査では、直近の延⻑産業連関表(H26年)を⽤いて、最新の海洋産業の産業規模を算
出し、10年前の数値と⽐較、評価する。

• さらに、地⽅⾃治体レベルで海洋産業の規模を推計する「海洋産業データベース」の整
備を試み、海洋産業の振興に資することを⽬的とする。

4



第３期海洋基本計画概要

5

海洋の産業利⽤の促進

動向の把握なくして海洋産業の振興、海洋の産業利⽤
の促進は考えにくい

出典：内閣府ホームページ

本調査の実施体制

6

「海洋産業構造及び規模に係る調査研究」検討委員会
委員名簿（敬称略、順不同）

⽒名 所属 専⾨
合⽥浩之 東海⼤学海洋フロンティア教育センター特任教授 海運
⻑野章 （⼀社）全⽇本漁港建設協会会⻑ ⽔産
森⽥ 学 ⻘森中央学院⼤学経営法学部准教授 経済分析
鷲津 明由 早稲⽥⼤学社会科学総合学術院教授 経済分析

○検討委員会を計4回開催
第1回：海洋産業市場規模の推計⽅法の検討（H30年8⽉24⽇）
第2回：海洋産業経済規模の推計結果の報告（H30年11⽉1⽇）
第3回：推計データ修正結果の報告、推計⼿法の充実の検討等（H31年1⽉11⽇）
第4回：シンポジウムの運営⽅法の検討（H31年3⽉5⽇）



２．本調査事業の実施⽅針

7

海洋産業の定義

8

出典：平成21年度内閣官房総合海洋政策本部事務局調査「海洋産業の活動状況及び振興に関する調査報告書」

平成20年に内閣官房が⾏った調査（以下、過年度調査）では、海洋産業を海洋空間・⾮
海洋空間、財・サービス、産業連関、フローとストックの視点から、以下の 3 類型を設
定している。

本調査でもこの分類を踏襲し、直近（平成30年7⽉時点）の延⻑産業連関
表(H26年)を⽤いて、海洋産業に含まれる産業部⾨を特定した上で、最新
の海洋産業規模（ 国内⽣産額、粗付加価値額、従業者数）を推計する。

海⾯漁業、海運業、原油・天然ガス
（うち、海上⽣産分）等

⽔産加⼯、海運業、等造船業、製網業等

財・サービス等
を供給

財・サービス等
を供給



産業連関表とは
• 産業連関表とは、ある⼀定地域の、特定の⼀年間に⾏われた産業相互間及び産業と消費

者等との経済取引を⼀望のもとに収めた統計表。

• タテ⽅向は「どの産業 がどの産業からどれだけ買ったか、⽣産によって⽣み出された価
値を⼈件費や設備投資等にいくら分配したか」等、⽣産のために投⼊した費⽤や粗付加
価値の構成を表している。

• ヨコ⽅向は「どの産業がどの産業にどれだけ売ったか」等、各産業が⽣産した財・サー
ビスの販路の構成を表している。

9

産業連関表とは
• わが国では、10府省庁の共同作業による産業連関表（全国を対象としていることから「全

国表」ともいう）をおおむね5年ごとに作成しており、最新の産業連関表は、平成23年
（2011年）を対象年とした産業連関表となる。

• 最新情報を取り込みつつ可能な限り最新時点の産業構造を反映させることを⽬的に、全国
表をベンチマークとして、延⻑産業連関表を経済産業省が独⾃に毎年作成している。

• 全国表および延⻑産業連関表では、産業連関表基本分類（516×395部⾨）に基づき、我
が国の産業相互間及び産業と消費者等との経済取引を整理している。

10

H12 H17 H23H13…H16 H18…H22 H24…H26

直近のH26延⻑表
今回の推計に利⽤

延⻑表 延⻑表 延⻑表全国表 全国表 全国表



海洋産業に含まれる産業部⾨の特定

11

海洋空間活動型の産業部⾨

12

活動 列／⾏部⾨
No 産業部⾨名称 備考

海
洋
空
間
に
賦
存
す
る

資
源
の
採
掘
・
採
取
及

び
開
発

列 017101 海⾯漁業 ―
列 017102 海⾯養殖業 ―
列 202903 塩 ―

列 062101 ⽯炭・原油・天然ガス JXTGグループ「国内主要油⽥・ガス⽥の年間⽣産量の推移」、天然ガス鉱
業会「我が国の⽯油・天然ガスノート」より海域⽣産割合で按分

列 063101 砂利・採⽯ 経済産業省「砂利採取業務状況報告書集計表」より海洋由来の年間採取量割
合で按分

海
⾯
・
海
底
及
び
海
洋
空
間
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

利
⽤

列 574101 外洋輸送 ―
列 574301 港湾運送 ―
列 574201 沿海・内⽔⾯輸送 「運輸⽩書」より「河川湖沼」を除く収⼊額の割合で按分
列 578902 ⽔運施設管理★★ ―
列 578903 ⽔運附帯サービス ―

列 661101 物品賃貸業（貸⾃動⾞を除
く。）

「経済センサス基礎調査」及びNTTタウンページよりスポーツ・娯楽⽤品賃
貸業者に占める「貸ヨット業・貸モーターボート業」の割合で按分

列 679903 個⼈教授業 「経済センサス基礎調査」及びNTTタウンページより「個⼈教授所」の売上
に占める「ダイビングスクール・サーフィンスクール」の割合で按分

列 674103 競輪・競⾺等の競⾛場・競
技団

「レジャー⽩書」等より、公営競技の年間売上⾼に占める競艇（海⽔・汽
⽔）が占める割合で按分

列 591101 固定電気通信 総務省資料より国際通信のうち、海底ケーブル由来の収⼊割合で按分



海洋空間活動型の産業部⾨（続き）

• 産業連関表から得られる「国内⽣産額」の⾦額に、各業種の⽣産額等に占める海洋関連
の割合を乗じた⾦額を海洋産業部⾨の国内⽣産額とする。

• 例えば、「砂利・砕⽯」の場合は、国内⽣産額は201,936百万円で、採取地別に⾒ると、
海が占める割合は11.6％（平成28年度「砂利採取業務状況報告書集計表」より）なので、
海洋産業部⾨の国内⽣産額は23,425百万円となる

13

活動 列／⾏部⾨
No 産業部⾨名称 備考

海
洋
空
間
の
保
全
及
び

安
全
管
理
等
業
活
動

列 413102 河川・下⽔道・その他の公共事業 建設部⾨産業連関表より、「港湾・漁港」、「海岸」部⾨を抽出

列 669902 ⼟⽊建築サービス (⼀社)全国地質調査業協会連合会資料等より、海上関連の地質業者
の売上⾼割合で按分

列 669909 その他の対事業所サービス 経産省「特定サービス産業実態調査」等より、環境計量証明業務の
うち、⽔質に係る年間売上⾼割合のうち、海⽔の証明割合で按分

海洋資源活⽤型の産業部⾨

• 海洋空間外で、専ら海洋空間に賦存する資源、あるいは海洋空間で⽣産された財・
サービス等を活⽤して⽣産事業活動を⾏う業種。（例：⽔産加⼯、海運業等）

• 海洋空間活動型業種からの投⼊額が全体に占める⽐率、いわゆる「投⼊⽐率」が10％
を超えた業種とする。

14

産業分類
コード 産業分類 中間投⼊計

（百万円）
海洋空活動型からの
投⼊額（百万円）

海洋空活動型からの
投⼊⽐率（％）

574101 外洋輸送 3,589,281 2,767,044 77.09%
111301 冷凍⿂介類 961,720 632,224 65.74%
111309 その他の⽔産⾷品 572,190 200,682 35.07%
111303 ⽔産びん・かん詰 79,913 25,029 31.32%
111302 塩・⼲・くん製品 327,218 102,187 31.23%
391901 ⾝辺細貨品 195,261 39,435 20.20%
392101 再⽣資源回収・加⼯処理 818,917 155,668 19.01%
017102 海⾯養殖業 264,306 39,056 14.78%
574201 沿海・内⽔⾯輸送 520,897 71,368 13.70%



素材・サービス等供給型の産業部⾨

• 海洋空間外で、専ら、海洋空間における事業活動に対して、それを⽀える財・
サービスの⽣産事業活動を⾏なう業種。

• フロー（中間財産出額）⾯で⾒た場合、海洋空間活動型業への産出額の⽐率が総
額の10％を超える業種。例えば、製氷業の海洋空間活動型業への産出⽐率は
35.7％のため該当する。（製網業、船舶修理等）

15

産業分類
コード 産業分類 中間需要額

（百万円）
海洋空活動型への
産出額（百万円）

海洋空活動型への
産出⽐率（％）

5789021 ⽔運施設管理★★ 98,546 98,446 99.9%
5789031 ⽔運附帯サービス 91,346 91,195 99.8%
5741011 外洋輸送 1,706,024 1,696,932 99.5%
3541101 船舶修理 196,842 137,601 69.9%
5743011 港湾運送 1,754,576 945,204 53.9%
1519091 綱・網 41,914 19,350 46.2%
1129031 製氷 75,154 26,867 35.7%
2111016 Ｂ重油・Ｃ重油 2,068,258 663,504 32.1%
5919099 その他の通信サービス 103,687 22,997 22.2%
2111015 Ａ重油 1,104,735 177,495 16.1%

素材・サービス等供給型の産業部⾨（続き）

• ストック（固定資本形成額）⾯で⾒た場合、海洋空間活動型業の固定資本形成額の⽐率
が総額の10％を超える業種を、素材・サービス等供給型の業種とする。例えば、「鋼
船」は海洋空間活動型業の固定資本形成額の割合が69.8％であるため該当する。なお、
計算にはH23年「固定資本マトリックス」を⽤いている。（造船業 等）

16

産業分類
コード 産業分類 総固定資本形成

（百万円）
海洋活動型業種の
固定資本形成額
（百万円）

海洋活動型業種の
固定資本形成割合（％）

3541-011 鋼船 286,354 199,786 69.8%

3541-021 その他の船舶 15,136 8,040 53.1%

1519-091 綱・網 40,624 11,079 27.3%

2911-031 原動機 489,351 85,795 17.5%

3541-031 舶⽤内燃機関 144,101 16,873 11.7%



海洋産業に含まれる産業部⾨⼀覧

17

海洋産業分類 列／⾏部⾨No 産業部⾨名称

海洋空間
活動型

列 017101 海⾯漁業
列 017102 海⾯養殖業
列 202903 塩
列 574101 外洋輸送
列 574301 港湾運送
列 578902 ⽔運施設管理★★
列 578903 ⽔運附帯サービス
列 062101 ⽯炭・原油・天然ガス
列 063101 砂利・採⽯
列 413102 河川・下⽔道・その他の公共事業
列 574201 沿海・内⽔⾯輸送
列 591101 固定電気通信
列 661101 物品賃貸業（貸⾃動⾞を除く。）
列 669902 ⼟⽊建築サービス
列 669909 その他の対事業所サービス
列 674103 競輪・競⾺等の競⾛場・競技団
列 674109 その他の娯楽
列 679903 個⼈教授業

海洋産業分類 列／⾏部⾨No 産業部⾨名称

海洋資源
活⽤型

列 111301 冷凍⿂介類
列 111302 塩・⼲・くん製品
列 111303 ⽔産びん・かん詰
列 111309 その他の⽔産⾷品
列 391901 ⾝辺細貨品
列 392101 再⽣資源回収・加⼯処理

- ⽣鮮⿂介卸売業

素材・
サービス等

供給型

⾏ 1129031 製氷
⾏ 1519091 綱・網
⾏ 2111015 Ａ重油
⾏ 2111016 Ｂ重油・Ｃ重油
⾏ 2911-031 原動機
⾏ 3541-011 鋼船
⾏ 3541-021 その他の船舶
⾏ 3541-031 舶⽤内燃機関
⾏ 3541101 船舶修理
⾏ 5919099 その他の通信サービス

• 海洋空間活動型業種が⽣産した財やサービスを明らかに購⼊しており、かつ産業連関表以外の
統計資料を⽤いることで、その規模を推計可能な業種についても、海洋資源活⽤型に追加する
ことが望ましく、この観点から「⽣鮮⿂介卸売業」も海洋産業とする。なお、「⽣鮮⿂介卸売
業」の規模は、平成26年商業統計表 ≪流通経路別統計編（卸売業）≫を参考に試算する。

３．我が国の海洋産業の規模の推計結果
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国内⽣産額、粗付加価値額の⽐較
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(1.4%)
(1.5%)

(1.6%) (1.6%)

括弧内は同年の全産業の合計額に占める割合

• H26年の海洋産業の規模は国内⽣産額で21.6兆円、粗付加価値額で約7.３兆円、従業者数で
102.8万⼈と推計された。

• 平成17年を⽐較すると、国内⽣産額が約1.6兆円増加（＋7.9％）している⼀⽅で、粗付加
価値額は約0.５兆円減少（－６.９％）している。

• 粗付加価値額については産業連関表投⼊表の「粗付加価値計」を活⽤している
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国内生産額（名目値）の比較 国内生産額（名目値）構成比の比較

• 国内⽣産額を分類別に⾒ると、全ての分類において増加しており、特に「素材・サービ
ス等供給型」が伸びている。

(百万円）

46.0% 44.1%

27.0% 25.1%

26.9% 30.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H17 H26

海洋空間

活動型

海洋資源

活用型

素材・

サービス等

供給型



国内⽣産額の⽐較(産業部⾨別)
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• 国内⽣産額を産業部⾨
別に⾒ると、外洋輸送
が⼤幅に増加
（+48%）している。

• 公共事業、⽣鮮⿂介卸
売業等の減少がやや⼤
きい。

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

海
面

漁
業

海
面

養
殖

業 塩

外
洋

輸
送

港
湾

運
送

水
運

施
設

管
理

★
★

河
川

・
下

水
道

・
そ

の
他

の
公

共
事

業

沿
海

・
内

水
面

輸
送

そ
の

他
海

洋
空

間
活

動
型

冷
凍

魚
介

類

塩
・
干

・
く
ん

製
品

水
産

び
ん

・
か

ん
詰

そ
の

他
の

水
産

食
品

身
辺

細
貨

品

再
生

資
源

回
収

・
加

工
処

理

生
鮮

魚
介

卸
売

業

製
氷

綱
・
網

Ｂ
重

油
・
Ｃ

重
油

原
動

機

鋼
船

そ
の

他
の

船
舶

舶
用

内
燃

機
関

そ
の

他
の

通
信

サ
ー

ビ
ス

そ
の

他
素

材
・

サ
ー

ビ
ス

等
…

海洋空間

活動型

海洋資源

活用型

素材・

サービス等

供給型

H17年

国内生産額

（百万円）

H26年

国内生産額

（百万円）

※⾝辺細貨品、舶⽤内燃機関はH26年から海洋産業に加えられた産業部⾨であるため、
H17年のデータはない。

粗付加価値額の⽐較(分類別)

22

粗付加価値額（名目値）の比較 粗付加価値額（名目値）構成比の比較

• 粗付加価値額を分類別に⾒ると、「素材・サービス等供給型」のみ増加し、他の分類は
減少傾向にある。
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粗付加価値額の⽐較(産業部⾨別)
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• 粗付加価値を産業部
⾨別に⾒ると、外洋
輸送、再⽣資源回
収・加⼯処理、原動
機、鋼船等を除き、
概ね減少している。

• 公共⼯事、⽣鮮⿂介
卸売業、重油の減少
額がやや⽬⽴つ。
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※⾝辺細貨品、舶⽤内燃機関はH26年から海洋産業に加えられた産業部⾨であるため、
H17年のデータはない。

粗付加価値率の⽐較

24

• 粗付加価値率とは、国内
⽣産額に占める粗付加価
値額の割合。

• この割合を産業部⾨別に
⽐較すると、ほとんどの
産業部⾨において低下し
ており、結果的に海洋産
業部⾨全体の粗付加価値
率も低下（39.4％
→34.0％）している。

• 外洋輸送は国内⽣産額が
最も⼤きいが、粗付加価
値率が低い傾向。
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※⾝辺細貨品、舶⽤内燃機関はH26年から海洋産業に加えられた産業部⾨であるため、
H17年のデータはない。



産業部⾨別変化率（H17年→H26年）
• H17年からH26年にかけての国内

⽣産額および粗付加価値額の変化
率を⾒ると、海洋産業全体では、
国内⽣産額は増加（107.9%）し
ているものの、粗付加価値額は減
少（93.1%）している。

• 「鋼船」、「外洋輸送」、「再⽣
資源回収・加⼯処理」等の成⻑が
⽬⽴つ。

• 他⽅で、「冷凍⿂介類」、「塩・
⼲・くん製品」、「⽣鮮⿂介卸売
業」等の⽔産加⼯関連、公共事業
がやや停滞している。

25

●の⼤きさは
国内⽣産額

海洋産業全体

従業者数の⽐較（分類別）
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• H26年の海洋産業の従業者数は102.8万⼈と推計された。

• 平成17年を⽐較すると、約４万7千⼈増加（4.8％増加）している。分類別に⾒る
と、「海洋空間活動型」は従業者数が最も多いが減少しており、他の2分類は従業
者数が増加している。

• 従業者数は、産業連関表雇⽤マトリックスに記載されている業種ごとの「従業者総
数」にH23年からH26年にかけての雇⽤者所得の変化率を乗じて推計している。



従業者数の⽐較（産業部⾨別）
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• 従業者数を産業部
⾨別に⾒ると、海
⾯養殖、造船関連
等の従業者数が増
加している。

• ⼀⽅で、港湾運送、
公共⼯事、⽣鮮⿂
介卸売業等では従
業者数等では減少
している。
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※⾝辺細貨品、舶⽤内燃機関はH26年から海洋産業に加えられた産業部⾨であるため、
H17年のデータはない。

従業者あたり粗付加価値額の⽐較
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• 従業者あたり粗付加価
値額とは、従業者⼀⼈
あたりが稼ぐ粗付加価
値額である。

• この指標を産業部⾨別
に⽐較すると、ほとん
どの産業部⾨において
低下しており、結果的
に海洋産業部⾨全体の
従業者あたり粗付加価
値額も低下（8.01百万
円→7.12百万円）して
いる。
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（百万円／人）

※⾝辺細貨品、舶⽤内燃機関はH26年から海洋産業に加えられた産業部⾨であるため、
H17年のデータはない。



４．産業部⾨別の分析
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分析⽅法
（１）経済的動向

• 総務省、経産省が編集したH12、H17、H23年の産業連関表基本表、雇⽤表；H16〜H2
２、H24〜H26年の産業連関延⻑表を⽤いて、国内⽣産額と従業者数の動向の分析を試
みた。

（２）経済波及効果

• 各類型区分の産業間の連関性と経済波及効果を把握するために、H26年の延⻑産業連関
表より、海洋産業関連部⾨の経済波及効果（当該産業部⾨の国内⽣産額が１％増えた場
合の各産業における国内⽣産額の誘発額）を可視化する。
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産業部⾨と海洋部⾨⼤分類の対応
• 本節では分析結果をわかりやすく伝えるた

めに、産業部⾨を「海⾯漁業」、「⽔産関
連（海⾯漁業を除く）」、「海運」、「建
設・⼟⽊」、「観光・レジャー」、「造
船」、「資源エネルギー」の計8つの⼤分
類に整理した上で、本稿では「海⾯漁業」、
「造船」の２部⾨の分析事例を紹介する。
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海洋産業分類 産業部門名称 海洋部門大分類

列 017101 海面漁業 海面漁業

列 017102 海面養殖業

列 202903 塩

列 574101 外洋輸送

列 574301 港湾運送

列 578902 水運施設管理★★

列 578903 水運附帯サービス

列 062101 石炭・原油・天然ガス

列 063101 砂利・採石

列 413102 河川・下水道・その他の公共 建設・土木

列 574201 沿海・内水面輸送 海運

列 591101 固定電気通信 その他

列 661101 物品賃貸業（貸自動車を除く 観光・レジャー

列 669902 土木建築サービス 建設・土木

列 669909 その他の対事業所サービス その他

列 674103 競輪・競馬等の競走場・競技

列 674109 その他の娯楽

列 679903 個人教授業

- 列 111301 冷凍魚介類

- 列 111302 塩・干・くん製品

- 列 111303 水産びん・かん詰

- 列 111309 その他の水産食品

- 列 391901 身辺細貨品

- 列 392101 再生資源回収・加工処理 その他

生鮮魚介卸売業

- 行 1129031 製氷

- 行 1519091 綱・網

- 行 2111015 Ａ重油

- 行 2111016 Ｂ重油・Ｃ重油

- 行 2911-031 原動機

- 行 3541-011 鋼船

- 行 3541-021 その他の船舶

- 行 3541-031 舶用内燃機関

- 行 3541101 船舶修理

- 行 5919099 その他の通信サービス その他

水産関連
（海面漁業を除く）

素材・
サービス等

供給型

列／行部門No

海洋空間
活動型

全該当

一部該当

海運

資源エネルギー

観光・レジャー

水産関連
（海面漁業を除く）

造船

その他

海洋資源
活用型

-

水産関連
（海面漁業を除く）

海⾯漁業の経済的動向
• 海⾯漁業部⾨の国内⽣産額は緩やかに減少しているが、沖合漁業のみ増加しつつある。

• 従業者数はH12年以来、21万⼈から17万⼈に減少していることから、今後労働⼒の不⾜
が懸念される。
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経済波及効果の試算（海⾯漁業）
• 海⾯漁業の国内⽣産額が１％（96.6億円）増加すると、各産業において⽣産が誘発

され、その合計は152.9億円となる。波及倍率は1.58倍。

• 経済波及先を産業部⾨別に⾒ると、化学、⽯油製品、サービス業、⽯炭・原油・天
然ガス等への⽣産誘発が⽬⽴つ。
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(億
円

）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

経済波及効果 [億円]

粗付加価値誘発額 中間投入誘発額

④国内生産
誘発額

（②＋③） （④／①）
97.0 73.8 79.0 152.9 1.58

①国内生
産増加額
（億円）

経済波及効果（億円）

波及倍率
②中間投入

誘発額

③粗付加
価値

誘発額

造船業の経済的動向
• 造船業部⾨の国内⽣産額はH17年から成⻑したが、H23年以降下落し、H25年から

回復の兆しが⾒える。

• 従業者数は、H17年からH23年にかけて約3万⼈増、10万⼈近くまで増加した。
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経済波及効果の試算（造船業）
• 造船業の国内⽣産額が１％（ 282.6億円）増加すると、各産業において⽣産が誘発

され、その合計は566.8億円となる。波及倍率は2.01倍。海⾯漁業と⽐較して、他
業種から財・サービス等の供給が多い産業と⾔える。

• 経済波及先を産業部⾨別に⾒ると、鋼鉄⾦属、サービス業、⽯炭・原油・天然ガス、
の⽣産誘発が⽬⽴つ。
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５．推計データの充実に
向けて
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１．「海洋産業データベース」の整備
２．新たな産業の推計⼿法の提案

37

「海洋産業データベース」の整備
• 全国レベルの海洋産業規

模の産出のみならず、地
⽅⾃治体レベルで海洋産
業の規模を産業部⾨別に
推計した「海洋産業デー
タベース」の整備を試み
る。

• 地⽅⾃治体レベルのデー
タを推計するため、全国
産業連関表に採⽤されて
いる「産業連関表基本分
類」を経済センサス等で
採⽤されている「⽇本標
準産業分類」に変換する。
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「産業連関表基本分類」と「⽇本標準産業分類」の対応表
海洋産業分類 日本標準産業分類

列 017101 海面漁業 031「海面漁業」

列 017102 海面養殖業 041「海面養殖業」

列 202903 塩 1624「塩製造業」

列 574101 外洋輸送 451「外航海運業」及び4541「船舶貸渡業（内航船舶貸渡業を除く）」

列 574301 港湾運送 481「港湾運送業」

列 578902 水運施設管理★★※ 4854,4855,361,4899のうち一部サービス

列 578903 水運附帯サービス※ 4899「他に分類されない運輸に附帯するサービス業」のうち一部サービス

列 062101 石炭・原油・天然ガス※ 053「原油・天然ガス鉱業」

列 063101 砂利・採石※ 0548 砂・砂利・玉石採取業及び0549 「その他の採石業，砂・砂利・玉石採取業」

列 413102 河川・下水道・その他の公共事業※ 日本標準産業分類との対応なし

列 574201 沿海・内水面輸送 452「沿海海運業」、4542「内航船舶貸渡業」

列 591101 固定電気通信※ 371「固定電気通信業」うち、3713「有線放送電話業」を除く

列 661101 物品賃貸業（貸自動車を除く。）※ 705「スポーツ・娯楽用品賃貸業」

列 669902 土木建築サービス※ 742「土木建築サービス業」

列 669909 その他の対事業所サービス※ 745「計量証明業」

列 674103 競輪・競馬等の競走場・競技団※ 8033「自動車・モータボートの競走場」及び8033「自動車・モータボートの競走団」

列 674109 その他の娯楽※ 8092「マリーナ業」及び8093「 遊漁船業」

列 679903 個人教授業※ 8246 「スポーツ・健康教授業」

列 111301 冷凍魚介類 0925「冷凍水産物製造業」及び0926「冷凍水産食品製造業」

列 111302 塩・干・くん製品 0924「塩干・塩蔵品製造業」及び一部0929「その他の水産食料品製造業」

列 111303 水産びん・かん詰 0921「水産缶詰・瓶詰製造業」

列 111309 その他の水産食品 0922「海藻加工業」及び一部0929「その他の水産食料品製造業」

列 391901 身辺細貨品 321「貴金属・宝石製品製造業」

列 392101 再生資源回収・加工処理※ 日本標準産業分類との対応なし

生鮮魚介卸売業 5216 「生鮮魚介卸売業」

行 1129031 製氷 104「製氷業」

行 1519091 綱・網 1152 「漁網製造業」

行 2111015 Ａ重油※

行 2111016 Ｂ重油・Ｃ重油※

行 2911-031 原動機 2513「はん用内燃機関製造業」及び2519「その他の原動機製造業」

行 3541-011 鋼船 3131「船舶製造・修理業」のうち鋼船の製造に係る活動及び3132「船体ブロック製造業」

行 3541-021 その他の船舶 3131「船舶製造・修理業」のうち木船の製造に係る活動及び3133「舟艇製造・修理業」のうち舟艇製造

行 3541-031 舶用内燃機関 3134「舶用機関製造業」

行 3541101 船舶修理 3131「船舶製造・修理業」及び3133「舟艇製造・修理業」のうち、修理に係る活動

行 5919099 その他の通信サービス 3713「有線放送電話業」及び373「電気通信に附帯するサービス業」

産業連関表基本分類

海洋資源
活用型

-

素材・
サービス等

供給型

海洋空間
活動型

171「石油精製業」、 172「潤滑油・グリース製造業（石油精製業によらないもの）」及び1799「その他の石油

製品・石炭製品製造業」のうち練炭・豆炭を除く



市町村別 海洋産業事業数
• 海洋産業データベースを⽤いると、各地域の海洋産業の規模や特徴が把握できる。
• 海洋産業の事業所数が多いほど、また全産業に占める割合が⼤きいほど、当該地域経済に対

する海洋産業の貢献は⼤きいと⾔える。
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市町村別 海洋産業事業数（構成⽐）
• 地域の事業所総数に占める構成⽐を海洋産業業種別に⾒ると、当該地域に集積している

産業が更にわかりやすくなる。
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平成26年 市町村（⼀部）別 海洋産業業種別 事業所数構成⽐（全産業⽐）



市町村別海洋産業事業数（特化係数）
• 特化係数とは、地域の経済が特定産業にどの程度特化しているかを、事業所数や従業者

数を基準に⽰す数値。

• 例えば、ある地域の事業所総数に占める造船業の事業所数の割合が、全国の割合と⽐較
して⼤きければ（1.0以上であれば）、その地域は造船業に相対的に特化しているという
ことになる。
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平成26年 市区町村別 海洋産業業種別特化係数（事業所数ベース）
類型 函館市 横浜市 静岡市 神⼾市 境港市 備前市 尾道市 今治市 五島市 久⽶島町 ⽵富町

海⾯漁業 4.51 0.00 1.48 0.00 35.07 0.00 0.00 0.41 12.91 0.00 0.00

海⾯養殖 0.37 0.00 0.00 0.07 0.00 18.55 0.00 3.48 22.32 43.53 21.51

⽔産加⼯ 5.90 0.11 2.67 0.42 21.15 0.63 2.35 1.10 4.81 2.06 0.00

海運 0.70 2.69 1.15 3.52 5.05 2.89 3.03 2.66 1.55 1.90 4.69

造船 4.39 0.97 1.29 2.71 3.61 4.33 34.78 30.32 9.95 0.00 2.93

市町村別 海洋産業従業者数
• 事業所数と同様に、海洋産業の従業者数が多いほど、また全産業に占める割合が⼤きい

ほど、当該地域経済に対する海洋産業の貢献は⼤きいと⾔える。
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平成26年 市町村（⼀部）別 海洋産業業種別従業者数
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市町村別 海洋産業従業者数（構成⽐）
• 事業所数と同様に、地域の従業者総数に占める構成⽐を海洋産業業種別に⾒ると、当該

地域に集積している産業が更にわかりやすくなる。
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平成26年 市町村（⼀部）別 海洋産業業種別 従業者数構成⽐（全産業⽐）

市町村別 海洋産業従業者数（特化係数）
• 特化係数とは、地域の経済が特定産業にどの程度特化しているかを、事業所数や従業者

数を基準に⽰す数値。

• 例えば、ある地域の従業者数に占める造船業の従業者数の割合が、全国の割合と⽐較し
て⼤きければ（1.0以上であれば）、その地域は造船業に相対的に特化しているというこ
とになる。
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平成26年 市区町村別 海洋産業業種別特化係数（従業者数ベース）

類型 函館市 横浜市 静岡市 神⼾市 境港市 備前市 尾道市 今治市 五島市 久⽶島町 ⽵富町

海⾯漁業 5.47 0.00 0.75 0.00 63.73 0.00 0.00 0.07 32.88 0.00 0.00

海⾯養殖 0.20 0.00 0.00 0.35 0.00 17.95 0.00 3.77 23.75 192.92 27.40

⽔産加⼯ 9.41 0.19 3.21 0.56 40.39 0.21 5.46 0.82 3.71 5.90 0.00

海運 0.77 2.45 1.91 4.14 5.65 0.98 1.95 1.61 0.82 2.53 1.99

造船 5.50 1.41 0.75 4.35 1.70 1.76 52.64 45.22 2.10 0.00 0.33



新たな産業の推計⼿法の検討
（洋上⾵⼒エネルギー産業）

• 平成31年3⽉15⽇時点で、売電を開始している洋上⾵⼒発電所は、五島列島の福江
島の2MWの浮体式（平成28年3⽉運転開始）のみ。年間売上⾼は約2億円／年（収⽀
計画ベース）と報告されている。

• 「海洋再⽣可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利⽤の促進に関する法律
案」（平成30年11⽉6⽇閣議決定）により、⼀般海域においても海洋再⽣可能エネ
ルギー発電設備の整備に関し、関係者との調整の仕組みを定めつつ、海域の⻑期に
わたる占⽤が可能となることから、洋上⾵⼒エネルギーは今後の成⻑が期待される。

• 次世代科学技術経済分析研究所（早稲⽥⼤学総合研究機構所属）が開発した次世代
エネルギーシステム分析⽤産業連関表「2030年再⽣可能エネルギー想定取引額表」
には、「⾵⼒発電・洋上」という部⾨分類が設けられており、この産業連関表を活
⽤するにより、洋上⾵⼒発電の規模および取引構造を推計可能。

45

新たな産業の推計⼿法の検討
（海洋関連公的機関）

• 海洋では、様々な公的機関が毎年⼤きな予算を付けて海洋に関連する教育・研究活動を
⾏っており、各機関が公表している事業計画書等から経済規模を推計することができる。

• 全国産業連関表では、国⽴研究開発法⼈や独⽴⾏政法⼈等の公的機関の活動を、「⽣産
活動主体分類」別に基本分類への当てはめを⾏う作業を⾏っており、例えば、国⽴研究
開発法⼈海洋研究開発機構は「⾃然科学研究機関（国公⽴）」の部⾨分類に区分されて
いる。従って、各機関が区分されている部⾨分類の投⼊⽐率および産出⽐率を参考に、
その経済規模および取引構造を推計できると考える。
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機関名 平成26年度（単位：百万円）
国⽴研究開発法⼈海洋研究開発機構 49,192

国⽴研究開発法⼈海上技術安全研究所※1 3,355

国⽴研究開発法⼈港湾空港技術研究所※1 2,431

独⽴⾏政法⼈⽔産総合研究センター※2 20,641

独⽴⾏政法⼈⽔産⼤学校※2 2,744

独⽴⾏政法⼈⽯油天然ガス・⾦属鉱物資源機構 2,143,824

主な海洋関連公的機関の予算額



新たな産業の推計⼿法の検討
（沿岸地域における経済活動の取り扱い）

• 港湾倉庫や海沿いの観光業（宿泊業、飲⾷業等）、沿岸地域における⼀部経済活動も含め
て海洋産業と捉える事例もある。

• こうした沿岸地域における経済活動については、GISソフト等を活⽤して事業所⽴地の
メッシュデータと沿岸地域（海岸線から〇〇km以内）のデータを組み合わせることによ
り、沿岸域における産業規模を業種別に推計できる可能性がある。
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まとめ
• 本調査では延⻑産業連関表(H26年)を⽤いて、平成17年以来、わが国の海洋産業のデー

タを約10年ぶりに更新し、国内⽣産額で21.6兆円（H17年⽐、＋1.6兆円） 、粗付加価
値額で約7.３兆円（同、-0.５兆円） 、従業者数で102.8万⼈（同、＋4.7万⼈）という
推計結果が得られた。国内⽣産額は増加しているものの、⽣産性（国内⽣産額あたりの
粗付加価値額）は落ちており、この傾向が⼀過性のものなのか、継続して調査する必要
がある。

• 地⽅⾃治体レベル（市区町村単位）で海洋産業の規模を産業部⾨別に推計する「海洋産
業データベース」の整備を試み、各地域の特徴を把握するための分析ツールとしての活
⽤可能性を⽰唆できた。

※データベースは近々（⼀社）海洋産業研究会ホームページで公開予定

• 洋上⾵⼒や沿岸地域における経済活動等、過年度の推計に含まれていなかった業種の規
模や産業構造の推計⽅法を検討し、次年度以降の更に充実した研究成果が期待される。

48



水産・漁業経済の動向
（水産改革と産業連関分析）
－水産改革による成長産業化は可能か？－

「海洋産業の市場規模および構造に関するシンポジウム」
（平成31 年3 月15 日（金）16:00～16:25 於：日本財団会議室）

一般社団法人 全日本漁港建設協会

長野 章

1

講演資料３
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１．漁業地域の産業連関分析

• 漁村地域の産業構造、経済波及構造から問題点と課題
の分析

• 北海道の5漁村地域で分析を実施

• 産業構造特性の比較分析

• 共通課題や漁村特有の課題を分析

○課題への対策と振興シナリオ

○漁村地域の産業連関表を作成

○シナリオ実現による経済波及効果（GDP増加と
雇用効果）と投資可能額の計算

3

(5漁村地域の産業連関表作成と、それらを用いた産業構造の比較ならびに水産基盤整備の費
用対効果分析に関する研究：2006年10月地域学会）

南茅部町（現 函館市）
■人口 7,571人
■昆布漁業
■定置網漁業
■刺網・流し網漁業
■イカ釣り漁業
■その他漁業

苫前町
■人口 4,645人
■刺網漁業
■ホタテ養殖漁業
■えびけた漁業
■たこ漁業
■その他漁業

羅臼町
■人口 6,956人
■刺網・延縄漁業
■定置網漁業
■昆布漁業
■イカ釣り漁業
■その他漁業

根室市
■人口 33,150人
■サケ・マス漁業
■サンマ漁業
■定置網漁業
■昆布漁業
■刺網漁業
■その他漁業

厚岸町
■人口 12,307人
■サケ・マス漁業
■サンマ漁業
■カキ・アサリ漁業
■昆布漁業
■その他漁業

１） ５漁村の産業連関分析
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産業連関表作成手順

産業部門の設定

部門別生産額の推計

部門別生産コストの推計
(原材料費，他経費，

粗付加価値額)

主要部門の販売先の推計
(域内販売額，移出額)

地域内生産に関する
自給構造の推計

地域内間の取引構造の
推計

地域間の生産及び
取引構造表の完成

漁業部門の細分類

5

●産業連関表作成の前提条件

羅臼地域 厚岸地域 根室地域 苫前地域 南茅部地域

地域の人口
(人)

6,956 12,307 33,150 4,645 7,700

産業分類の
細分化

＜漁業＞
刺網・延縄、定置
網、昆布、イカ釣
り、その他
＜加工業＞
水産加工、その
他
＜製造業＞
深層水、その他
＜漁協＞
漁協市場、漁協
販売

＜漁業＞
サケ・マス、サン
マ、カキ・アサリ、
昆布、その他
＜飲食＞
飲食、コンキリエ
(道の駅)

＜漁業＞
サケ・マス、サン
マ、サケ定置、昆
布、カレイ刺網、
その他
＜飲食＞
飲食、直売

＜漁業＞
刺し網、ホタテ養
殖、えびかご、た
こ、その他
＜加工業＞
水産加工、その
他
＜旅館宿泊業＞
旅館宿泊業、苫
前温泉

＜漁業＞
養殖昆布、天然昆布
、定置網、刺網・流し
網、延縄、イカ釣り、
その他
＜加工業＞
昆布、イカ、その他
＜商業＞
漁協販売購買、商業
＜金融保険不動産
＞
漁協信用共済、金融
保険不動産

ベースに使
用した産業

連関表

平成10年北海道
内地域間産業連
関表63部門釧
路・根室地域取
引基本表(北海
道開発局)

平成10年北海道
内地域間産業連
関表63部門釧
路・根室地域取
引基本表(北海
道開発局)

平成10年北海道
内地域間産業連
関表63部門釧
路・根室地域取
引基本表(北海
道開発局)

平成10年北海道
内地域間産業連
関表63部門道北
地域取引基本表
(北海道開発局)

平成10年北海道内
地域間産業連関表
63部門道南地域取
引基本表(北海道開
発局)
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●産業連関表の基礎（川上産業と川下産業）

(買い手)
需要

供給
(売り手)

中間需要 最終需要

輸入C 生産額農
業

林
業

漁
業

･･
計
A

消
費

投
資

輸
出

･･
計
B

中
間
投
入

1.農 業

産出計

2.林 業

3.漁 業

：

付
加
価
値
の
構
成

列
・
原
材
料
及
び

行・生産物の販路先の構成

計 D

粗
付
加
価
値

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

：

計 E

生産額 D+E 投 入 計

川上：原材料や燃料の産業
間の取引を表します

川下：消費や投資、輸出にどれ
だけ用いられたかを表します

労働や資本設備を
どれだけ用いたか

を表します

1年間の各産業
の総生産額
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●漁村の産業連関分析による指標の比較

指標 単位 羅臼町 厚岸町 苫前町
旧南茅
部町

根室市

a.人口 人 6,956 12,307 4,645 7,700 33,150

b.域内生産額 億円 383 804 235 356 2,144

c.漁業生産額 億円 128 61 15 91 185

d.水産加工業生産額 億円 79 96 7 56 465

ｃ/b 0.33 0.08 0.06 0.26 0.09

ｄ/b 0.21 0.12 0.03 0.16 0.22

e.粗付加価値額 億円 189 405 136 200 1073

f.漁業粗付加価値額 億円 74 37 8 60 107

g.水産加工業粗付加価
値額

億円 14 14 1 13 83

ｆ/e 0.39 0.09 0.06 0.30 0.10

ｇ/e 0.07 0.03 0.01 0.07 0.08

人口1人あたり町民所得
千円
/人

2,124 2,643 2,312 2,145 2,632

※旧南茅部町はH15、羅臼町、根室町、苫前町、厚岸町はH16、
厚岸町の農業生産額は95億円、 根室市、苫前町の人口はH12
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●上位10県と北海道、5漁村の県民・町民所得の比較
（粗付加価値の県民・町民割り）

(上位10県と北海道はH14、旧南茅部町はH15、厚岸町・羅臼町・苫前町・根室市はH16) 

4,080

3,421
3,221 3,188 3,070 3,062 3,044 3,030 2,959 2,958

2,563

2,139

2,877
2,632

2,312
2,145

2,928
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町

厚
岸
町

根
室
市

苫
前
町

旧
南
茅
部
町

サ

ロ
マ

（
千
円

）

県民所得

全県平均

平均 2,916
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①各地域の昆布漁業最終需要の比較
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40%

50%

羅臼 厚岸 根室 南茅部

内生部門計

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

公的資本形成

民間資本形成

在庫純増

域外移出

域外移入

域内生産額

20%

40%

60%

80%
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-20%

-40%

-60%

-80%

-100%

需
要
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給

コンブ漁業部門で生産物はそ
のまま域外(町外）に出してい
る。

域外移出

域内生産額
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●産業分析上で粗付加価値向上に対しての問題点



②投入係数による比較

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

羅臼
水産加工業

厚岸
カキ・

アサリ漁業

根室
サンマ漁業

苫前
飲食

南茅部
コンブ加工

農業

漁業

製造業

その他

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）補助金

内
生
部
門

粗
付
加
価
値
部
門

雇用者所得が
少ない＝購入

すぐ移出

カキ種苗購入

油代
営業余剰小

地元産品少

コンブだけ
加工の多様
性少
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漁業、商業、旅館宿泊業、サービス業で
付加価値を増やせば雇用者所得や営業余
剰も増え域内に波及効果が創出される。

原材料の域内調達をすれば
地域経済への波及効果が大
きくなる。

●産業の総生産額を100とした場合（羅臼地区）

中間投入 粗付加価値

雇用者所得 営業余剰

51.7

36.3

44.2

40.9

49.1

54.0

29.7

76.6

38.0

82.1

32.8

28.4

44.8

37.6

34.4

28.9

31.6

44.6

11.8

22.0

7.3

39.6

0

3.9

0

8.6

7.1

5.9

12.5

4.7

19.3

0.5

13.1

刺 網 延 縄 漁 業

定 置 網 漁 業

昆 布 漁 業

イ カ 釣 り 漁 業

サ ー ビ ス 業

旅 館 宿 泊 業

飲 食

商 業

そ の 他 漁 業

水 産 加 工 業

そ の 他 加 工 業

48.3

63.7

55.8

59.1

50.9

46.0

70.3

23.4

62.0

17.9

67.2
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２） 振興シナリオとGDP（粗付加価値）

•水産業を核とした域内経済循環が創出される産業構造へ
の転換
•水産業と既存産業の連関を強化
•生産物の付加価値化を図る製造業
•域内消費を促進する商業
•サービス業等を域内に創出するほか

•各産業の生産構造をより多くの粗付加価値を生むような
生産構造に転換

•経済波及効果を評価するためには、振興シナリオが必要
•域内各産業の担い手が集まったシナリオの調整が必要

•それらシナリオの調整を産業連関表に反映するため、具
体的な取引までを考えた数値の設定が必要
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シナリオ検討会に
よるシナリオ

作成とシナリオ具
体化の手順

シナリオ検討会

地域振興シナリオの決定
地域経済波及効果の計算

○雇用効果、所得効果、地域のＧＤＰ

地域振興シナリオの条件

地域の取り組み

漁港漁村整備構想

水産基盤整備

ヒアリング実施

具体化的な地域振興シナリオと規模
○新たな取り組み 将来の生産
○新たな産業 販売規模
○既存産業 事業計画
○所得の目標 など

地域経済波及効果の計算

○地域振興シナリオと規模の精査
○地域経済波及効果の計算（再計算）

• 投入係数（input）規制解除
• 総量(漁獲）規制
• 付加価値の向上
• 流通の集約効率化
• 6次産業化
• インバウンド
• 輸出

水産業の成長産業化
？？
漁業地域の再生？？

シナリオ？？？

水産改革

14



●羅臼地域のシナリオとその概要

地区名 シナリオ 概 要

羅臼地域

1.都市漁村交流の推進

・体験観光プロデュースの総合窓口企業創
設
・深層水体験施設の整備
・漁港内での朝市等の実施

2.深層水関連産業の振興
・深層水を使った新たな加工品、製品づくり
によって、既存産業の拡大を行う

3.水産物価格向上、付加価値
化

・深層水を利用したウニの陸上蓄養
・深層水利用とトレーサビリティ導入による
鮮魚の鮮度保持と付加価値化
・深層水を利用した氷の域内調達

4.地場加工の拡大 ・新冷凍技術と新たな販売方法の導入

5.新しい流通の取組
・トレーサビリティの実施による更なるブラ
ンド化、差別化

6.自然と調和する漁業の継続
・漁場保全による生産額の増加
・深層水の利用による生産額の増加

7.自然と調和する漁業の継続
・自然遺産を活かした学術研究機関のネッ
トワーク化

15

●羅臼地域シナリオとその効果

地区名 シナリオ
直接
効果

第一次
波及
効果

第二次
波及
効果

雇用
効果

GDP

羅臼地域

1.都市漁村交流の推進 1,151 1,349 329 409 652

2.深層水関連産業の振興 29 34 6 8 17

3.水産物価格向上、付加
価値化

1,131 1,131 907 1,127 1,548

4.地場加工の拡大 － － － － －

5.新しい流通の取組 － － － － －

6.自然と調和する漁業の継
続

46 50 26 32 46

7.自然と調和する漁業の継
続

－ － － － －

計 2,357 2,564 1,268 1,576 2,263

16



２．地域における海洋産業の規模
（檜山渡島管内（函館市）の事例）

地域における海洋産業の定義と経済規模の評価に関する研究（2010年5月海洋開発論文集）

【 】は『海洋産業調査』で定義付けされた産業群

その他関連産業

水産関連・海洋産業
に財・サービスを提供
する産業

水産関連産業

海洋産業

＜非海洋空間＞
【素材・サービス等供給型】

＜海洋空間＞
【海洋空間活動型】

＜海洋空間＞
【海洋資源活用型】

国民に対して水産物を供給するため、漁業生産並び
に水産物の加工及び流通を生業とする産業

漁業 → → → → 水産加工業、水産流通業

漁港・港湾・海洋を拠
点に産業活動を行う
産業
(水産関連産業除く)

17

中原さんの講演

 海洋産業 約16.5兆円、
 従業員数約101.5万人、
 粗付加価値額約7.4兆

円(対GDP約1.48%)



●海洋空間活動型の類型化と細分化の事例

海洋産業調査（全国）による分類のうち、管内で活動のある業種

海洋産業調査による分類(小分類)
『道南基本表』

(65分類)の業種
細分化後の水産・海洋産業業種

海
洋
空
間
活
動
型

海面漁業，海面養殖業 ●06漁業

○061 イカ釣り漁業
○062 コンブ漁業
○063 スケトウダラ延縄漁業
○064 ホタテ貝養殖業
○065 コンブ養殖業
○066 その他漁業

外航海運業，沿海海運業，船舶貸渡業，港湾
運送業，桟橋泊きょ業，その他

●53運輸
○531 海運業
○532 港湾運送業等
○533 その他運輸業

マリーナ業，遊漁船業，自動車・モーターボー
トの競走場，スポーツ・娯楽用品賃貸業，スポ
ーツ・健康教授業

●61娯楽サービス （設定しない）

土木工事業(漁港，港湾，海岸) ●46土木
○461 漁港・港湾
○462 その他土木

環境計量証明業
その他計量証明業

●60対事業所サービス
○601 漁港・港湾土木サービス
○602 その他対事業所サービス

水産・海洋研究 ●56教育研究
○561 水産・海洋研究
○562 その他教育・研究

●渡島・檜山管内の水産・海洋産業を細分化した新
たな産業連関表の作成

平成15年 北海道内地域間産業連関表
道南地域取引基本表（65部門）

平成15年 北海道内地域間産業連関表
道南地域取引基本表（65部門）

類型化した水産・海洋
産業部門構成

類型化した水産・海洋
産業部門構成

産業部門設定（統合と細分化により49部門，
うち水産・海洋産業は20部門）

産業部門設定（統合と細分化により49部門，
うち水産・海洋産業は20部門）

域内生産額の推計域内生産額の推計

投入産出構造の推計投入産出構造の推計

道南地域の新たな取引基本表作成道南地域の新たな取引基本表作成

20



●投入産出構造の推計

新たな取引基本表の部門

ヒアリング
イカ釣り漁業，コンブ漁業，スケトウ
ダラ延縄漁業，ホタテ貝養殖業，コン
ブ養殖業，その他漁業

全国表（190部門）
製氷，その他飲料，綱・網，その他繊
維工業製品，船舶・同修理，その他
輸送機械，水産・海洋研究

全国表（建設部門分析用） 漁港・港湾，漁港・港湾土木サービス

道南地域取引基本表 上記以外の部門

21

●渡島・檜山管内の水産・海洋産業の評価

• 水産・海洋産業の経済規模：約2,956億円

（本地域の総生産額2兆8,000億円の10.41％）

• 雇用者：19,701人

（産業全体222,779人に対し8.84％）

【参考】 日本の海洋産業の経済規模

国内総生産額の約1.7％、総従業者数の約1.8％

• 雇用係数から、今回作成した取引基本表の「雇用者所得」で，雇用者
を推計した．

• 渡島・檜山管内の水産・海洋産業の雇用者は19,701人と推計され，産
業全体222,779人に対し8.84％を占める

雇用者所得（百万円) 推計雇用者数（人)

A.水産・海洋産業 計 63,999 19,701

水産・海洋産業以外 計 851,332 203,078

B.合 計 915,330 222,779

構成比（A/B) - 8.84% 22



３．水産改革と産業連関分析

（水産改革による成長産業化は可能か？）

23

１） 水産改革とは
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改革7つのポイント
①数量管理で漁獲増大へ
最大持続生産量（MSY)にもとづく漁獲可
能量（TAC)の設定
②大臣許可からIQ導入
個別漁獲割当（IQ)制の導入
③漁船大型化が可能に
漁業許可制度の見直し、TAC対象魚種で
IQ導入の進んだものから、制限をなくす
④水面の総合利用促進へ

漁業権制度を維持しながら優先順位を廃
止、養殖業の環境整備
⑤個人最高額の罰金適用
密漁などへの罰金の強化
⑥漁協に販売担当の理事
漁業者の所得向上のため販売力の向上
⑦漁業者中心の性格維持

海区漁業調整委員会の漁民委員の公選
制廃止

26



２） 水産改革の産業連関分析上のポイント

1. 新たな資源管理システムの構築
2. 漁業者の所得向上に資する流通構造の改革
3. 生産性の向上に資する漁業許可制度の見直し
4. 養殖・沿岸漁業の発展に資する海面利用制度の見直し

1. 養殖沿岸漁業に係わる制度の考え方
2. 漁場計画の策定プロセスの透明化
3. 漁業権の内容の明確化
4. 公的な漁場管理を委ねる制度の創設
5. 養殖業発展のための環境整備

5. 水産政策の方向性に合わせた漁協制度の見直し
6. 漁村の活性化と国境監視機能をはじめとする多面的機能の強化

産業連関表の中間投入（投入係数）、祖付加価値（GDP、雇用所得

等）、中間需要（産出先構造）、最終需要（消費、投資、輸出、インバ
ウンド）、輸入

●産業連関表における中間投入、粗付加価値、中間需要、最終
需要、輸入の関係

(買い手)
需要

供給
(売り手)

中間需要 最終需要

輸入C 生産額農
業

林
業

漁
業

･･
計
A

消
費

投
資

輸
出

･･
計
B

中
間
投
入

1.農 業

産出計

2.林 業

3.漁 業

：

付
加
価
値
の
構
成

列
・
原
材
料
及
び

行・生産物の販路先の構成

計 D

粗
付
加
価
値

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

：

計 E

生産額 D+E 投 入 計

川上：原材料や燃料の産業
間の取引を表します

川下：消費や投資、輸出にどれ
だけ用いられたかを表します

労働や資本設備を
どれだけ用いたか

を表します

1年間の各産業
の総生産額

28



例えば、新しい資源管理のシステムの構築
投入係数（インプットコントロール⇒アウトプットコントロール）

入口規制から出口規制
養殖業、民間企業の参入（雇用の増）、企業の経営意識（雇用係数の減少）
出口規制された産出物の販売力向上、水産加工、付加価値
輸出、インバウンド、輸入

産業連関表への
影響事項

29

• 資源のドラスティックな変化

• 水産業の成長産業化と水産地域の総生産額の向上
（成長産業化）は両立するか？

– 投入係数（効率化、人件費の縮減）

– 産出構造（地域の加工業、流通業）

– 輸出、インバウンド

– 輸入（地域の加工原料）

• 多元連立方程式の解

– 多元のトレードオフの構造

• 式の原点に戻りシナリオを検討

３） 「成長産業化」における問題と課題

30
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函館市の漁獲量
各魚種とも5年間ででも大きく変動している。

アウトプットコントロールが可能な資源評価精度ができるか？

数量（ｔ）

魚種 H18 H23 H28

イカ 26,480 28,615 8,255 

イワシ 9,029 6,207 1,708 

スケトウダラ 8,437 8,455 2,591 

コンブ 5,307 5,399 3,434 

サケ 2,893 1,016 1,474 

ホッケ 1,782 1,475 

タコ 1,709 1,208 1,190 

ホタテ 1,485 443 

タラ 953 1,319 805 

ブリ 813 5,538 7,531 

サバ 1,599 

その他 2,816 3,371 2,620 

合計 61,704 62,603 31,650 

32

金額(百万）
魚種 H18 H23 H28

コンブ 7,965 7,635 5,467 
イカ 6,305 7,615 5,469 
サケ 1,099 558 1,066 
スケトウダラ 1,059 530 345 
タコ 904 619 662 
マグロ 888 381 490 
ウニ 581 588 877 
ブリ 350 676 1,521 
タラ 336 369 270 
ナマコ 297 304 344 
その他 1,445 1,373 1,314 
合計 21,230 20,648 17,825 



• 産業連関表の作成
• 投入係数（input）規制解除
• 総量(漁獲）規制
• 付加価値の向上
• 民間企業の参入
• ６次産業化
• 流通の集約効率化
• インバウンド
• 輸出

水産業の成長産業化？？
漁業地域の再生？？

シナリオ？？？

水産改革

33

ご清聴ありがとうございました！

問題と課題提起だけに終わりました！

今後の調査研究を期待します！

34



「海運・港湾経済の動向」

「海洋産業の市場規模および構造に関するシンポジウム」
（平成31 年3 月15 日（金）16:00～16:25 於：日本財団会議室）

東海大学

海洋フロンティア教育センター

特任教授合田浩之(ごうだひろゆき)

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 1

講演資料４

目次

【０】推計結果へのコメント

【１】コンテナ港湾の「後背地の範囲」

【２】クルーズ船・メガヨットの経済波及効果

【３】海事都市ランキング

（海事クラスター論回顧）

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 2



【０】推計結果へのコメント

①造船業の波及倍率「2.01倍」

→ 海事クラスター論（2001年～）は，

「産業連関分析」で議論すべきだった。

②外洋海運が生産額1兆3047億円（2014年）

で，2005年比で148％増とのこと

世界の海上荷動き量は，65億トンから105億トンで
1.61倍になっている。

※日本の海上荷動き（外航）9.1億トンから8.9億ト
ンと微減

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 3

【１】コンテナ港湾の「後背地の範囲」

（１）ONEというコンテナ船運航会社の設立

（２）コンテナ港湾の後背地

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 4



（１）コンテナ船運航会社（ONE）の設立
撮影・講演者＠浦賀水道

• シンガポール会社法に基づくシンガポール企業

• 配船/運航管理/マーケティングの機能は「統合前
から」各社シンガポール・香港等に「移転済み」

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 5

（２）コンテナ港湾の後背地
内務省土木局『工業港の躍進』（昭和10年）2頁

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 6



（２）コンテナ港湾の後背地
国土交通省港湾局『全国輸出入流動調査』（5年毎，1か月）

①日本の平均：港の所在する都道府県（地方）から
輸出貨物：81.6%，（93.1％），
輸入貨物：81.0%，（94.2％）集まる。

②ユニークな港
○下関：山口県（中国地方）から集まるのは…

輸出貨物：31.6%（51.1%）
※関東 4.4%，近畿15.6%

輸入貨物：23.7%（35.0%）
※関東24.0%，近畿14.5％

○敦賀（福井・北陸）も，域内を越えて
域外（近畿・滋賀）から貨物を吸引

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 7

懐かしい「フレート・トン」…。

容積：１．１３３立方メートル（４０立方フィート），

重量：１，０００キログラムを１トンとし，

容積と重量のうちいずれか大きい数値をもって計算

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 8

平成25年11⽉ 静岡県のコンテナ輸出⼊（トン数）
輸出 構成⽐ 輸⼊ 構成⽐

清⽔ 238,908 53.2% 清⽔ 227,393 58.1%
御前崎 17,303 3.8% 御前崎 1,015 0.3%
県内 256,211 57.0% 県内 228,408 58.4%
名古屋 71,333 15.9% 名古屋 72,586 18.6%
横浜 67,281 15.0% 横浜 56,371 14.4%
東京 36,744 8.2% 東京 14,632 3.7%
神⼾ 7,178 1.6% 三河 14,134 3.6%
その他 10,742 2.4% その他 4,947 1.3%
合計 449,489 100.0% 合計 391,078 100.0%



【２】クルーズ船・メガヨットの
経済波及効果の問題

（１）クルーズ船の寄港によって，港湾都市に

本当に波及効果は及ぶのか？

（２）他方，メガヨットは，例えば…

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 9

（１）①クルーズ船の寄港（2018年）
国土交通省港湾局産業港湾課2019年1月18日発表

• 訪日外国人244.6
万人（▲3.3%）

http://guntu.jp/

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 10

外国船社 ⽇本船社
港名 回数 港名 回数
博多 263 ベラビスタマリーナ（尾道） 122
那覇 236 横浜 98
⻑崎 215 神⼾ 69
平良 142 宮島 62
⽯垣 105 福⼭ 48
佐世保 105 ⼤三島 37
⿅児島 96 倉橋漁港（呉・⾳⼾町） 29
横浜 70 名古屋 29
神⼾ 66 ⾦⾵呂漁港（笠岡） 25
広島 44 直島（⾹川県⾹川郡） 24
その他 571 その他 472
合計 1913 合計 1015



クルーズ船の経済効果 計算

青森県（2017年）

• 22隻2万6864人

→ 経済効果 3億5140万円

（推計消費額 2億5200万円）

「アンケート」＋「青森県産業
連関表」

青森地域社会研究所『クルー
ズ客の消費行動と経済波及
効果』2018年4月20日

日本全体（2017年）

• 2764隻252.9万人

→ 経済効果2159億円

（直接効果957億，1次効果
791億，2次効果410億）

直接効果推計＋産業連関表

佐々木友子・赤倉康寛・杉田徹「我が国に寄港する
クルーズの需要動向とその効果に関する分析」

『国土技術政策総合研究所資料』1041（2018年7月）

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 11

クルーズ船の上陸客は

• 本当に，港湾所在の都市にお金を落としてい
るのか？（実は，別の市町村にいってしまっ
ている？ あるいは「使わない」？）

• クルーズ代金に，食事料金（お酒は例外）は
含まれている。

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 12



（２）メガ・ヨット

A号（5/２～6/12）
小倉経済新聞2018/05/29

露・アレクサンドル＝メルニチェンコ
氏所有（総資産136億ドル）

• 全長119メートル

• 5959総トン・幅18メートル

• マーシャル諸島籍

• 船価330億円

「スーパーヨット誘致会議・日本」
が誘致
会長 小谷昌（京浜急行会長）

理事

金田孝之（元横浜市副市長）

藤木幸太（藤木企業）

SYLジャパン稲葉健太代表取締役

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 13

船主 アレクサンドル・メルニチェンコ氏
資産155億ドル 46歳

https://jp.rbth.com/business/80099‐
roshia‐de‐ichiban‐no‐kanemochi

国立モスクワ大学卒（物理学），石炭会社，肥料会社などのオーナー

【メガヨットの世界】

• 世界の王侯貴族・ビジネス
タイクーンの社交と個人的
なレジャーの場

• 9225隻(2018年8月）

• 主にカリブ海・地中海を周
遊するも，最近アジアへも

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 14



戦前日本にも歴史あり

「初加勢」（大正天皇）
1902‐1950 三菱造船岩崎久弥・献上

明治丸（講演者撮影）：海洋大は皇室の
ヨットを兼ねていたと解釈

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 15

http://www.konishimodel.sakura.ne.jp/100hatukase.JPG

【３】海事都市ランキング
（海事クラスター論 回顧）

https://www.menon.no/wp‐content/uploads/2017‐28‐LMC‐report‐revised.pdf

• MENON ECONOMICS

（ノルウェー）のシンクタンクに

よる海事都市番付（2017年）

※2018年は「海事国家」番付に

• 「客観指標」を鵜呑みにせず，識
者に別途，アンケートを取り，これ
を加味して番付表を作製。

例：「東京」の総合順位は，

客観指標：2位，識者の評価12位。

⇔ 最終評価：8位。

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 16



評価項目内訳①

• 確かに本社を置くとすれば…。 【指標】
①船隊規模（管理ベース）
②船隊規模（所有ベース）
③船隊貨幣価値（所有ベース）
④船社の本社の数
⑤船社の時価総額

【識者への質問】
①どこが先進都市か？
②本社を移転させたいか？

③運航の拠点として移転させた
いか？

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 17

海運の中⼼
総合 指標 識者
1位 シンガポール 2位 1位
2位 ハンブルグ 4位 2位
3位 アテネ 1位 6位
4位 ロンドン 6位 3位
5位 ⾹港 5位 5位
6位 オスロ 8位 4位
7位 東京 3位 12位

評価項目内訳②

• 文系がぱっとしない。 【指標】
①海事弁護士人数
②船舶保険・売上
③船舶金融・資金調達額
④船舶金融比率（金融機関の）
⑤上場海運会社数
⑥上場海運会社の時価総額

【識者への質問】
①どこが海事金融都市か？
②世界的ブローカーがいるか？

③先進的な船舶金融商品を供給
していると思うか？

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 18

海事⾦融・海事法
総合 指標 識者
1位 ロンドン 2位 1位
2位 オスロ 1位 3位
3位 ニューヨーク 3位 4位
4位 シンガポール 7位 2位
5位 上海 6位 7位
6位 東京 4位 10位
7位 ハンブルグ 9位 5位



評価項目内訳③

• Class NK 名指しでの好評価 指標】
①造船所件数
②船級協会職員数
③入給船舶の規模
④造船・舶用機器会社の

時価総額
【識者への質問】
①技術を先導する都市か？
②海事ITは進んでいるか？
③海事R&D，教育の拠点といえばど
こか？
④ベストの調査機関があるのは？

⑤ベストの海事教育機関があるの
は？
⑥凄い舶用機器があるのは？

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 19

造船・海洋技術
総合 指標 識者
1位 オスロ 3位 2位
2位 シンガポール 5位 1位
3位 釜⼭ 1位 8位
4位 東京 2位 7位
5位 上海 4位 5位
6位 ハンブルグ 7位 3位
7位 ヒューストン 6位 10位

評価項目内訳④

• 意外と善戦している？ 指標】
①コンテナ取扱量
②貨物取扱量
③港湾運送事業者規模
④クルーズ船寄港回数

【識者への質問】

①技術開発を先導しているのは
都市を5つ挙げよ。

②先進的な物流サービスを提供
している都市を5つ挙げよ。

③先進的な港湾関連物流サービ
スを提供している都市を5つ挙げ
よ。
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港湾・ロジスティクス
総合 指標 識者
1位 シンガポール 2位 1位
2位 上海 1位 3位
3位 ロッテルダム 4位 2位
4位 ⾹港 3位 5位
5位 ハンブルグ 6位 4位
6位 ドバイ 5位 6位
7位 釜⼭ 7位 7位
8位 東京 8位 10位



評価項目内訳⑤

• 海運・造船に限らないと思う。 指標】
①企業活動のやりやすさ（世銀）
②行政の透明性・腐敗度
③起業家精神の強さ（各種調査）
④不動産価格
⑤税関手続きの便利さ（世銀）

【識者への質問】
①世界的な競争優位性を得られるか？
②政策（税制・補助金・規制）
③政府の産業支援度
④自治体と海事企業との共同性
⑤信頼性
⑥クラスターが開かれているか？
⑦拠点を移転させたいと思うか？
⑧革新的で起業が盛んと思うか？
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魅⼒性・競争優位性
総合 指標 識者
1位 シンガポール 1位 1位
2位 オスロ 3位 2位
3位 コペンハーゲン 2位 6位
4位 ハンブルグ 7位 4位
5位 ドバイ 4位 8位
6位 ロンドン 10位 3位
7位 ⾹港 6位 7位

13位 東京 11位 14位

All JAPAN（鎖国）か，国際共同開発か

【ALL JAPAN】商用語は当然日本語
• 日本の大学（理系修士・文系学士）
• 邦船社オペレーター・愛媛船主・日本の造船所
• 日本の舶用機器
• Class NK・パナマ籍（実質，日本の代理店）
• 邦銀のファイナンス

【韓国は，国際共同開発と称する。】商用語は英語
• 韓国の大学学部＋（欧米での修士・博士）
• 非韓国船主（＋韓国船主）・韓国の造船所・日欧の舶用機器
• DNVGL，ABS，LR，「様々な便宜置籍国」，
• 必ずしも韓国の銀行とは限らないファイナンス。
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統計データに望むこと

• 編纂頻度（せめて年に1度）

NACCSを用いて迅速に。

JOC/PIERSのように「販売」しても，

よいのでは？

• 単位：商取引で利用しているものを。

• 市町村レベルの産業連関表が必要。

hiroyuki_goda@tsc.u‐tokai.ac.jp 23



SDGs

• SDGs 2015 9 2016
2030

SDGs

http://www.unic.or.jp/files/sdg_logo_en_2.png
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http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/yojohuryokuhatuden.html
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http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/adva
nced_systems/vpp_dr/about.html
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• IoT ICT
• IoT ICT

https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html

Society5.0

•

• /

Satoshi Nakano, Ayu Washizu,"Induced Effects of Smart 
Food/Agri-Systems in Japan: Towards a Structural Analysis 
of Information Technology", Telecommunications Policy 
https://doi.org/10.1016/j.telpol.2018.08.001

― ―
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IoT ICT

i- Shippinng

https://www.nmri.go.jp/_src/42
27/17kouen_1.pdf



i- Shippinng

https://www.nmri.go.jp/_src/42
27/17kouen_1.pdf

https://www.kantei.g
o.jp/jp/singi/keizaisai
sei/miraitoshikaigi/sui
shinkaigo2018/nourin
/dai6/siryou9.pdf



https://www.kant
ei.go.jp/jp/singi/ke
izaisaisei/miraitos
hikaigi/suishinkaig
o2018/nourin/dai
6/siryou9.pdf

CMS Condition Monitoring System AI

https://www.nedo.go.jp/
news/press/AA5_100939.
html

1 3 9



https://www.nttdo
como.co.jp/binary
/pdf/info/news_re
lease/topics_1810
22_01.pdf
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ご協力ありがとうございました。 

平成30年度 日本財団助成事業 海洋産業構造及び規模に係る調査研究 

 「海洋産業の市場規模および構造に関するシンポジウム」 
参加者アンケート 

本日はご多忙にもかかわらず、本シンポジウムにご参加いただき誠にありがとうございました。今後、
本テーマに関する調査研究をより有意義なものにするため、皆様のご意見をお伺いいたしたく、以下のア
ンケートへのご協力をお願いいたします。（事後送信の場合は海産研事務局あてに、3/20（水）までにお
願いいたします。Fax：03-3581-8787、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：rioe@rioe.or.jp） 
 
Q１.ご参加のきっかけは何でしょうか？ 
A 海産研のHP／メルマガ    B 他機関メルマガ（発行機関：            ） 
C 新聞記事   D 知人からの紹介   E その他（                ） 
 
Q２.本シンポジウムの評価はいかがでしょうか？（下段意見記入欄にｺﾒﾝﾄ等をご記入ください。） 
A 非常に参考になった  B 少し参考になった  C あまり参考にならなかった  
D ほとんど参考にならなかった  E どちらともいえない   
 
Q３.海洋産業の動向を今後も継続的にデータで把握する必要性はどうお考えですか？ 
A 是非実施すべき      B できれば実施すべき 
C あまり実施しなくてよい  D  実施しなくてよい 
 
Q４.今後、本調査研究を更に進めていく場合、取り上げて欲しいテーマは何ですか？（複数〇印可） 
A 海洋再生可能エネルギー関連市場の推計・分析  B 深海底鉱物資源関連市場の推計・分析 
C 地方自治体版海洋産業データベースの整備・分析 D 地域における業種別経済活動の推計・分析 
E 海外諸国の海洋産業の実情把握   F その他（                     ） 
 
Q５.本シンポジウム、Q2、Q3関連、その他本調査研究等に関するご意見、ご希望等をご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
 
Q６ ご回答者の所属をお教えください。 
A．国家公務員  B 地方自治体職員  C 民間企業役職員  D 団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  
E．研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員   Ｆ 大学等教職員  Ｇ その他 
※よろしければ、ご所属、お名前、連絡先(ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ等)をご記入ください（任意） 
 
 ご所属：                  氏名：                       
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